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株主の皆様には、ますますご清栄のこ

ととお慶び申し上げます。

平素は、弊社事業にご理解とご支援を

賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、このたび当社の第５期（平成14

年10月１日から平成15年３月31日まで）

の事業報告書をお届けするにあたり、一

言ご挨拶申し上げます。

当期における国内経済は「デフレ問題」

「不良債権処理」「産業の空洞化」といっ

た国内要因に加えて、イラク問題をはじ

めとした国際情勢の先行き不安からくる

世界経済の減速傾向の影響を受け、引き

続き景気の停滞感が強まる結果となりま

した。

このような厳しい経済環境の中で、当

社は、現在のベンチャーキャピタル事業

を中心とした企業体質から脱却し、相場

環境に左右されないより強固な事業基盤

を確立するために平成15年６月２日をも

ってイー・トレード株式会社と合併し、

新生「ソフトバンク・インベストメント」

としてスタートいたしました。

この度の合併は、日本最大級のベンチ

ャーキャピタルファンドを運営するソフ

トバンク・インベストメント株式会社と、

オンライン証券最大の顧客口座数を有す

るイー・トレード証券株式会社をはじめ、

不動産仲介事業を営むエスエフ・リアル

ティ株式会社、未公開株式を取り扱うソ

フトバンク・フロンティア証券株式会社

などの子会社を傘下に置くイー・トレー

ド株式会社の経営資源を融合させ、新た

に「ブローカレッジ」「インベストメント

バンキング」「アセットマネジメント」の

３つのコアビジネスを中心とした「総合

金融サービス」を提供する企業グループ

を形成することを目指すものであります。

新会社は、金融業界に革命を起こす

「金融イノベーター」、新産業の創造に貢

献する「産業クリエーター」、常に自己進

化を続ける「セルフエボリューション」

を経営理念として掲げ、革新的な金融サ

ービスの創出、IT（情報技術）を中心と

した中核的産業の育成、激変する経済環

境に対して適応力を持った組織作りを目

指してまいります。

株主の皆様には、今後とも変わらぬご

支援ご指導を賜りますよう、心からお願

い申し上げます。

平成15年６月

代表取締役社長
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株主の皆様へ
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経営方針

イー・トレード株式会社との合併について

当社グループは、「主に国内企業に対す

るインキュベーション活動を通じ、IT分野

を軸とした21世紀の中核的産業の創造およ

び育成を担うリーディング・カンパニーと

して国内外の経済の発展に貢献することを

使命とする」を経営理念として、日本最大

級の約1,564億円のファンド運用総額を誇る

ベンチャーキャピタル事業を核に、将来性

あるベンチャー企業の育成を担うべく、資

本の提供にとどまらずベンチャー企業が成

長するための様々なインフラを提供し、多

数の役職員を派遣するハンズオンのインキ

ュベーション活動を展開してまいりました。

しかしながら、昨今の長引く株式市場の

低迷を受けて、当社では、現在のベンチャ

ーキャピタル事業を中心とした企業体質か

ら脱却し、相場環境に左右されないより強

固な収益基盤を確立することが必要である

との認識に至りました。

このような認識に基づき、当社は、オン

ライン証券最大の口座数を有するイー・ト

レード証券株式会社をはじめ、金融業に関

する多様な経営資源を有する事業会社を傘

下に置くイー・トレード株式会社と合併す

ることにより、両社グループにおいて重複

する業務・機能の統合を積極的に推進し、

人材の効率的な配置と経営資源の共有化を

図ることが、現在の当社事業の強化を最も

効率的に実現する手段であると判断いた

し、平成15年６月２日、イー・トレード株

式会社と合併いたしました。このたびの合

併により、当社は、インベストメントバン

キング、ブローカレッジ、アセットマネジ

メントの３つのコアビジネスを中心とした

「総合金融サービス」を提供する企業グル

ープを形成し、幅広い事業の推進とより一

層強固な収益基盤の確立を図ってまいりま

す。

新会社は、３つのコアビジネスを柱とし、�
総合的に金融サービスを提供する�

コーポレート�
ファイナンス� 引受� M&A 証券化�

国内株� 米国株� アジア株�
為替�
証拠金�

投信� 債券� 保険�
商品�
先物�

ベンチャー�
キャピタル�

提携�
上場企業� 投資信託�

インベストメントバンキング� アセットマネジメント�

ブローカレッジ�

新生SBI

イー・トレード証券顧客�
約26万口座�
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当社では、IT産業とともに21世紀の中核

産業となるバイオ産業の発展にも貢献すべ

く、子会社であるバイオビジョン・キャピ

タル株式会社を通じてバイオベンチャーの

インキュベーション事業に注力しておりま

す。同社では、バイオ科学に関する国内最

高レベルの専門知識とネットワークを有す

るバイオ研究のオーソリティーを顧問とし

て迎え入れた「サイエンティフィックアド

バイザリーボード」と、バイオ事業に要求

されるビジネススキルを持ち合わせる「ビ

投資領域の拡大と強化について

ジネスストラテジーコミッティー」を組成

しサイエンス、ビジネスの両面からの最良

の判断のもとに事業を推進する体制を構築

しております。

同社では、優れたバイオベンチャーの育

成のために、産・学・官のあらゆる機関と

の連携を積極的に推進しており、すでに慶

應義塾大学や埼玉バイオプロジェクトの運

営主体である財団法人埼玉県中小企業新興

公社とアライアンスを締結し、独自のイン

キュベーション活動を展開しております。

自治体とのアライアンス

産学官連携による共同研究「埼玉バイオプロジェクト」において研究�
全体の事務局的な役割を担い研究成果の企業化を主導する�

埼玉大学�

産業技術総合研究所�

埼玉医科大学�
ゲノム研究センター�

埼玉県立がんセンター�
NTTアドバンステクノロジー�

大正製薬�

県農林総合研究センター�
理化学研究所�

ライフテック�県工業技術センター�
タイテック�

東洋大学�
バイオナノエレクトロニクス�

埼玉県中小企�
業振興公社�

研究統括�
事業統括�

民間企業�

公的機関�

大学�

埼玉県�

ベンチャービジネス化�
の為のサポート�

科学技術振�
興事業団�

研究ラボをバイオベンチャーとの共同研究に活用�

埼玉バイオプロジェクト�

①バイオ、IT、ナノテクの統合化という重要なビジネス・モデル
を実践しそのノウハウを他の研究シーズに応用�

②研究アイデアを企業化するための実証研究を行う場を提供�

慶應義塾大学との包括的提携により研究シーズ段階から�
バイオベンチャーを育成する。�

国内大学トップレベルの大学�
発ベンチャー企業、特許件数�

慶應義塾大学�

事業化戦略�

人材�・・・・�トランスレーショナル・リサーチ�

経営戦略�特許戦略�
ファンド�

資本�

研究シーズの育成を�
総合的にサポート�

①大学における研究をサポートし、大学研究者と研究成果をシェアする形で
会社を設立。独自の投資先として育成する�

②大学研究者と情報をシェアする体制を整えることで研究シーズや特許の
情報を組織的・効率的に収集することが可能�

大学とのアライアンス

サイエンティフィック�
アドバイザリーボード�

ビジネスス トラテジー�
コミッティー�

助言� 投資判断� 戦略策定�事業企画�

バイオ事業に要求されるビジネススキルを�
持ち合わせる各業務のエキスパート�

バイオ科学に関する国内最高レベルの専�
門知識とネットワーク有するオーソリティー�

・・・・�

サイエンス、ビジネス両面における最良の判断の
もとにバイオ事業を推進
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当社では運用資産の領域を広げるため

に、平成15年２月、「オルタナティブ・プ

ロダクツ」（株・債券等の伝統的な投資資

産以外の投資資産）の運用を手掛けるアル

スノーバ・キャピタル・リサーチ株式会社

の株式を取得し、子会社化いたしました。

アルスノーバ・キャピタル・リサーチ株

式会社は、証券化商品を主軸とする投資顧

問会社として平成13年８月31日にソフト

バンク・ファイナンス株式会社と三井物産

株式会社の合弁で設立されており、CDO

（Collateralized Debt Obligations 債務

担保証券）を原資産とする１億２百万米ド

ル相当のファンドのアドバイザー業務を受

託しております。

また､エスビーアイ・アセット・マネジ

メント株式会社では、投資信託関連業務の

一環として、海外で高いパフォーマンスを

上げている「ヘッジファンド」を国内に持

ち込み、「ベガ・レラティブ・バリュー・

ファンド」を新たに組成いたしました。
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当社は、株主の皆様に対する利益還元を

重要な経営課題の一つとして認識いたして

おります。イー・トレード株式会社との合

併に伴う当社決算期の変更に伴い、平成15

年３月期につきましては、１株につき120

円の配当の実施を第５期定時株主総会にて

ご承認いただきました。

株主の皆様への利益還元について

概　要�

成　果�

設立総会には投資先56社が参加し、アライアンス希望案件70件を発掘�
案件詳細を聴取し、13件の案件についてはプレゼンテーションを実施済み�

ソフトバンク�
グループ�

投資先�
企業�

大企業�
中堅企業�

投資先�
企業56社�

提案�
実現�

提案�
実現�

ブロードバンドコンソーシアム�
投資先56社が参加�

ブロードバンド環境との親和性が高い「オンライン対戦ゲーム」「ヘルスケア」�
「イーコマース」の分野にフォーカスし、アライアンスを推進�

ビジネスモデルの構築�
アライアンスの実現�

設立趣旨：ブロードバンド環境の急速な整備状況を鑑み、投資先を�
 コンソーシアム化する事で企業価値増大のスピードを加速させる�

ブロードバンドコンソーシアムの設立

当社では、我が国におけるインターネッ

ト環境の急速なブロードバンド化を踏まえ

て、インターネット関連事業を営む投資先

企業の効率的な成長を促進すべく、「ブロー

ドバンドコンソーシアム」を設立いたしま

した。

同コンソーシアムでは、ブロードバンド

ビジネスの第一人者であるソフトバンクグ

ループのネットワークを活用し、同ビジネ

スを展開する際の戦略的なアドバイスの

他、ソフトバンクグループ企業、当社ファ

ンドからの投資先、その他の関連企業との

複合的なビジネスアライアンスの機会を提

供し、投資先における大きなビジネスチャ

ンスの創造と企業成長の促進を図っており

ます。

ブロードバンドコンソーシアムの設立について
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営業の概況

当連結会計年度における国内経済は、イ
ラク問題をはじめとした国際情勢の先行き
不安からくる世界経済の減速傾向の中、引
き続き景気の停滞感が強まる結果となりま
した。株価の低迷は、2002年前半に回復し
つつあった消費者心理を再び冷え込ませ、
不良債権処理を通じた企業倒産や失業率が
増え、結果として日本経済の先行きは依然
として不透明な状況が続いております。
このような状況のもと、世界的な市場環
境の悪化を受けて、当社子会社を通じて保
有しているSOFTBANK INVESTMENT
INTERNAT IONAL（STRATEG IC）
LIMITED社（香港証券取引所上場）の平成
14年12月末の株価が、同社出資時の株価の
50％を下回ったため営業投資有価証券評価
損24億円を計上する一方、当社並びに当社
子会社による時価のない直接投資先の評
価、および当社が運営するファンドにおけ
るファンド契約に基づく投資先評価を実施
したところ、海外株式を含んだ投資損失引
当金繰入等33億円を計上すべきであると判
断し、保守的にこれを実施いたしました。

一方で、ソフトバンク・インターネット
テクノロジー・ファンドを中心に、投資コ
ストを低下させつつ、より公開可能性の高
い企業への集中的な投資を行った結果、当
連結会計年度における、当社および当社連
結子会社が運用するファンド（以下「当社
ファンド」）からの投資実績は、７社に対
して21億円となりました。

以上より、当連結会計年度の業績は、売
上高が3,532百万円、営業損失は5,354百万
円、経常損失は5,343百万円、当期純損失
4,406百万円となりました。なお、当社は
平成15年３月28日開催の臨時株主総会に
おいて、定款の一部変更について承認をい
ただき、従来の毎年10月１日から翌年９月
30日までであった営業年度を毎年４月１日
から翌年３月31日までに変更することとい
たしました。この変更に伴う経過措置とい
たしまして、当該事業年度は平成14年10
月１日から平成15年３月31日までの６ヶ
月決算となっており、従いまして前連結会
計年度との比較増減は行っておりません。

（百万円）�

平成15年3月期（6ヶ月間）�
（2002年10月～2003年3月）�

平成14年9月上半期（6ヶ月間）�
（2001年10月～2002年3月）�

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
�

2,265

272

207

2,809

234

2,265

272

207

2,809

234
1,044

2,212

1,044

3,532

2,212

投資顧問業�

管理報酬�

設立報酬�

営業投資有価�
証券売上高�

コンサルティング�
事業等�

5,789

30

142

97
5

不動産事業�

連結売上高の推移
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（投資事業組合等管理収入）

投資事業組合等管理収入はファンドの設

立時にファンド募集基金に一定割合を乗じ

て算定される設立報酬、ファンドの当初出

資金ないしは純資産価額等に一定割合を乗

じて算定される管理報酬およびファンドの

運用成績により収受される成功報酬よりな

っております。

当連結会計年度におきましては、管理報

酬が2,212百万円となっております。管理

報酬の減少につきましては主に、平成12年

３月から７月にわたり設立されたソフトバ

ンク･インターネットテクノロジー･ファン

ド（当初出資金総額150,500百万円）等の

純資産価額等の減少に伴い管理報酬が減少

したことによります。

（営業投資有価証券売上高）

キャピタルゲインを目的とした保有株式

等（営業投資有価証券）を売却した場合、

売却価額は営業投資有価証券売上高として

計上されます。また、当社企業グループが

運営するファンドへ当社又は連結子会社が

出資（営業出資金）した場合、ファンドの

決算に基づき、ファンドで計上された売上

高の出資割合相当額が当社の営業投資有価

証券売上高として計上されます。

当連結会計年度におきましては、営業投

資有価証券売上高が1,044百万円となって

おります。このうち、ファンドで計上され

た売上高の出資割合相当額からの計上は

410百万円となっております。

当連結会計年度�
自　平成14年10月  1日�
至　平成15年  3月31日�

金　額� 構成比�

産業インキュベーション事業�
　内訳�
　投資事業組合等管理収入�
　　内訳：管理報酬�
　　　　 成功報酬�
　　　　 設立報酬�
　営業投資有価証券売上高�
不動産事業�
コンサルティング業務等�
投資顧問業務�
　　　　 合　計�

百万円� ％�

金　額� 構成比�

百万円� ％�

100.0

9,913�
�

5,706�
5,461�

─�
245�

4,206�
2,092�
373�
463�

12,842

77.2

16.3�
2.9�
3.6

100.0

0.2�
2.8�
4.0

3,287�
�

2,242�
2,212�

─�
30�

1,044�
5�
97�
142�

3,532

93.0

自　平成13年10月  1日�
至　平成14年  9月30日�

前連結会計年度�

業種別収益及び費用の状況�

（注）1. 記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。
2. 当連結会計年度（自平成14年10月１日　至平成15年３月31日）につきましては、連結財務諸表提出
会社が決算期を変更したことにより６ヶ月決算で作成しております。このため、前連結会計年度と
売上高の比較増減は行っておりません。

〈売上高〉
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（不動産事業売上高）

当連結会計年度において不動産事業売上

高が５百万円計上されております。前連結

会計年度におきましては、株式会社エスビ

ーアイ不動産での不動産売却により多額の

売上高を計上しておりました。

（投資顧問業務収入）

当連結会計年度において投資顧問料収入

が142百万円計上されております。当該収

入はエスビーアイ・アセット・マネジメン

ト株式会社およびアルスノーバ・キャピタ

ル・リサーチ株式会社で計上されたもので

あります。

＜売上原価＞

（営業投資有価証券売上原価）

キャピタルゲインを目的とした保有株式

等（営業投資有価証券）を売却した場合、

売却コストは営業投資有価証券売上原価

（評価損が計上される場合にはこれを含む）

として計上されます。また、当社企業グル

ープが運営するファンドへ当社又は連結子

会社が出資（営業出資金）した場合、ファ

ンドの決算に基づき、ファンドで計上され

た売上原価（評価損が計上される場合には

これを含む）の出資割合相当額が当社の営

業投資有価証券売上原価として計上されま

す。

当連結会計年度におきましては、営業投

資有価証券売上原価が3,827百万円となっ

ております。当該増加の主な原因は、当連

結会計年度において営業投資有価証券の減

損を行ったことによっております。

（投資損失引当金繰入額）

投資損失引当金は期末現在に有する営業

投資有価証券の将来の損失に備えるため、

投資先会社の実情を勘案の上、その損失見

積額を計上しております。

当連結会計年度におきましては、3,292

百万円となっており、時価のない有価証券

の評価について、一定のルールに基づいて

保守的な評価を実施した結果であります。

（販売用不動産売上原価）

前連結会計年度におきましては販売用不

動産売上原価が1,468百万円計上されてお

ります。当該売上原価は、株式会社エスビ

ーアイ不動産での不動産売却に関わるもの

です。

（その他売上原価）

その他売上原価には主にベンチャーキャ

ピタル投資業務およびコンサルティング業

務に関するコストが計上されております。

当連結会計年度におきましては954百万円

となっております。その他売上原価の主な

ものは人件費であり、当連結会計年度にお

きましては、497百万円となっております。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）
当連結会計年度の現金流出額は6,812百

万円となりました。主な原因は、その他に
含まれております、当社子会社であるソフ
トバンクベンチャーズ株式会社による成功
報酬の一部払戻の実行4,384百万円であり
ます。また、税金等調整前当期純利益が当
連結会計年度△5,500百万円となった一方
で、現金流出を伴わない引当金の増加額及
び営業投資有価証券評価損が合計で4,764
百万円となっております。そのほか、法人
税等の支払いが当連結会計年度において
901百万円発生し、棚卸不動産の増加のた
めの支出が1,269百万円発生した一方で営
業貸付金の回収により1,050百万円の収入
がありました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
当連結会計年度の現金流出額は729百万
円となりました。主な原因は、当連結会計
年度における子会社株式の追加取得に係る
支出が239百万円であったこと、貸付金が
当連結会計年度において520百万円増加し
たことであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
当連結会計年度の現金流入額は1,056百

万円となりました。主な原因は、長期借入
金により、1,350百万円の収入があった一
方で、301百万円の配当金を支払ったこと
によります。

以上の結果、当連結会計年度末における
現金及び現金同等物残高は3,884百万円と
なっております。

キャッシュ・フローの状況�

＜販売費及び一般管理費＞

当連結会計年度におきましては812百万

円となっております。販売費及び一般管理

費の主なものは人件費であり、当連結会計

年度におきましては、472百万円となって

おります。

＜営業外損益＞

営業外損益は純額で当連結会計年度11百

万円の利益となっております。

＜特別損益＞

特別損益は純額で当連結会計年度157百

万円の損失となっております。

（百万円）�

平成15年3月期（6ヶ月間）�
（2002年10月～2003年3月）�

平成14年9月上半期（6ヶ月間）�
（2001年10月～2002年3月）�

0

9.000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

372

83 1,489

1,189

1,134

799

763

3,064

3,292

969

1,489

1,189

1,134

799

763

3,064

3,292

969

評価損�

人件費�

支払手数料等�

営業投資有価�
証券売上原価�

投資損失�
引当金繰入�

4,267

8,887

期末�
役職員�
157名�

期末�
役職員�
174名�

（連結ベース）

売上原価及び販売管理費の推移

自己資本比率�
60.4　→　65.3％�

2003年3月末�
（当期末）�

2002年9月末�
（前期末）�

（連結ベース）総資産：390（単位：億円）�

営業投資有価証券�
 38億円減�
　株式購入 13億円�
　株式売却 ▲6億円�
　評価損 ▲29億円�
　投資損失引当繰入 �
 ▲19億円�
その他流動資産�
 33億円増�
　棚卸不動産 23億円�
　営業貸付金 �
 ▲19億円�
　繰延税金資産 13億円�
その他負債 68億円減�
　前受金 ▲18億円�
　未払費用 ▲43億円�

110

118

102

236

96

58

純資産�

有利子負債�

その他負債等�

営業出資金�

18

現預金等�

営業投資�
有価証券�

その他�
流動資産�
33

7

固定資産�

売掛金�

総資産：292

66

89

80

38

191

28

73

純資産�

有利子負債�

その他負債等�

営業出資金�

17

現預金等�

営業投資�
有価証券�

その他流動資産�

2

固定資産�

売掛金�

財務構造の推移
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連結財務諸表

●連結貸借対照表�

前連結会計年度�
科　目�

（平成14年9月30日現在）�（平成15年3月31日現在）�
当連結会計年度� 増減�

（△は減）�

（資産の部） �
流動資産�
現金及び預金�
売掛金�
有価証券�
営業投資有価証券�
投資損失引当金�
営業出資金�
棚卸不動産�
営業貸付金�
繰延税金資産�
その他�
貸倒引当金�

固定資産�
有形固定資産�
無形固定資産�
投資その他の資産�
投資有価証券�
繰延税金資産�
その他�

繰延資産�
新株発行費�
社債発行費�

資産合計�
（負債の部） �

流動負債�
短期借入金�
一年内償還予定の社債�
未払法人税等�
前受金�
その他�

固定負債�
社債�
長期借入金�
その他�

 負債合計�
（少数株主持分） �

少数株主持分�
（資本の部）  �

資本金�
資本剰余金�
利益剰余金�
その他有価証券評価差額金�
為替換算調整勘定�
自己株式�
 資本合計�

（資本の部）  �
資本金�
資本準備金�
連結剰余金�
その他有価証券評価差額金�
為替換算調整勘定�
自己株式�
資本合計�
負債、少数株主持分及び資本合計�

�

�
27,537�
3,884�
295�
―�

10,422�
△2,369�
8,938�
2,286�

―�
2,551�
1,559�
△31�
1,689�
166�
651�
871�
451�
52�
367�
46�
38�
7�

29,273�
�

5,438�
2,000�
1,100�
511�

1,386�
439�

4,417�
720�

3,561�
135�

9,855�
�

306�
�

7,826�
9,362�
2,082�
a7�
484�
a636�
19,111�

�
━�
━�
━�
━�
━�
━�
━�

29,273

（単位：百万円）�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�

�
37,197�
4,945�
669�

5,301�
12,818�
△941�
11,065�

―�
1,850�
1,221�
266�
―�

1,817�
204�
633�
979�
490�
67�
422�
77�
67�
9�

39,092�
�

11,046�
2,000�

―�
970�

3,149�
4,927�
3,971�
1,820�
2,000�
151�

15,018�
�

451�
�

━�
━�
━�
━�
━�
━�
━�
�

7,820�
9,356�
6,856�
a231�
457�

a636�
23,622�
39,092

�
a9,659�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

a127�
�
�
�
�
�
�

a31�
�
�

a9,818�
�

a5,608�
�
�
�
�
�

445�
�
�
�

a5,162�
�

a144�
�
�
�
�
�
�
�

19,111�
�
�
�
�
�
�
�

a23,622�
a9,819
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●連結損益計算書�

前連結会計年度�
科　目�

当連結会計年度�
自　平成13年10月  1日�
至　平成14年  9月30日�

自　平成14年10月  1日�
至　平成15年  3月31日�

売上高�

投資事業組合等管理収入�

営業投資有価証券売上高�

コンサルティング収入�

投資顧問収入�

販売用不動産売上高�

その他売上高�

売上原価�

営業投資有価証券売上原価�

投資損失引当金繰入額�

販売用不動産売上原価�

その他売上原価�

売上総利益又は売上総損失（a）�

販売費及び一般管理費�

営業利益又は営業損失（a）�

営業外収益�

営業外費用�

経常利益又は経常損失（a）�

特別利益�

特別損失�

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（a）�

法人税、住民税及び事業税�

過年度法人税等戻入�

法人税等調整額�

少数株主利益又は少数株主損失（a）�

当期純利益又は当期純損失（a）�

3,532�

2,244�

1,044�

77�

142�

―�

23�

8,074�

3,827�

3,292�

―�

954�

a4,542�

812�

a5,354�

95�

84�

a5,343�

36�

194�

a5,500�

551�

a118�

a1,475�

a51�

a4,406

（単位：百万円）�

12,842�

5,737�

4,206�

312�

463�

2,061�

60�

7,793�

2,720�

919�

1,468�

2,684�

5,049�

1,699�

3,349�

122�

215�

3,257�

4�

2,458�

803�

1,690�

━�

999�

a46�

a1,840

(注）1.　記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
  2.　当連結会計年度（自平成14年10月1日　至平成15年3月31日）につきましては、連結財務諸表提出会社が決算期を変

更したことにより6ヶ月決算で作成しております。このため、前連結会計年度との比較増減は行っておりません。�
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●連結剰余金計算書�

前連結会計年度�
科　目�

当連結会計年度�
自　平成13年10月  1日�
至　平成14年  9月30日�

自　平成14年10月  1日�
至　平成15年  3月31日�

�
 I�
 II�
�
III�
�
 I�
 II�
�
�
�
III�
�
 I�
 II�
�
�
�
III�
Ⅳ�

�
�
�
�
�
�
�
�
1.�
2.�
3.�
�
�
�
�
1.�
2.�
3.

             （資本剰余金の部）�
資本剰余金期首残高 �
資本剰余金増加高 �
　増資による新株の発行�
資本剰余金期末残高 �
             （利益剰余金の部）�
利益剰余金期首残高 �
利益剰余金減少高 �
　配当金�
　合併による利益剰余金減少高�
　当期純損失�
利益剰余金期末残高 �
 �
連結剰余金期首残高 �
連結剰余金減少高 �
　配当金�
　役員賞与�
　合併による剰余金減少高�
当期純利益又は当期純損失（a）�
連結剰余金期末残高�

�
9,356�

5�
5�

9,362�
�

6,856�
4,774�
313�
54�

4,406�
2,082�

�
━�
━�
―�
―�
―�
━�
━�

�
━�
━�
―�
━�
�

━�
━�
―�
―�
―�
━�
�

10,690�
1,993�
1,868�
116�
9�

a1,840�
6,856

●連結キャッシュ・フロー計算書�

前連結会計年度�
科　目�

当連結会計年度�

営業活動によるキャッシュ・フロー�
投資活動によるキャッシュ・フロー�
財務活動によるキャッシュ・フロー�
現金及び現金同等物に係る換算差額�
現金及び現金同等物の増減額（a減少）�
新規連結に伴う現金および現金同等物の増減額�
子会社における合併による増加�
現金及び現金同等物の期首残高�
現金及び現金同等物の期末残高�

a6,812�
a729�
1,056�
a43�

a6,529�
26�
141�

10,246�
3,884

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

自　平成13年10月  1日�
至　平成14年  9月30日�

自　平成14年10月  1日�
至　平成15年  3月31日�

1,891�
a1,401�
a3,128�
a37�

a2,675�
ー�
ー�

12,922�
10,246

(注）1.　記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
  2.　当連結会計年度（自平成14年10月1日　至平成15年3月31日）につきましては、連結財務諸表提出会社が決算期を変

更したことにより6ヶ月決算で作成しております。このため、前連結会計年度との比較増減は行っておりません。�

(注）1.　記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
  2.　当連結会計年度（自平成14年10月1日　至平成15年3月31日）につきましては、連結財務諸表提出会社が決算期を変

更したことにより6ヶ月決算で作成しております。このため、前連結会計年度との比較増減は行っておりません。�
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財務諸表

●貸借対照表�

科　目�
第5期�

（平成15年3月31日現在）�
増減�

（△は減）�

（単位：百万円）�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�

�
27,233�
1,469�
13�

5,301�
5,803�
△195�
10,251�
1,850�
58�
893�

1,732�
―�
55�

9,901�
151�
88�

9,661�
8,406�

―�
625�
279�
350�
77�

37,212�
�

9,678�
2,000�

―�
70�
871�

2,714�
4,022�
3,990�
1,820�
2,000�
169�

13,669�
�

━�
━�
―�
━�
―�
―�
━�
━�
━�
�

7,820�
9,356�
198�

6,732�
6,732�
71�

a636�
23,543�
37,212

（資産の部）�
流動資産�
現金及び預金�
売掛金�
有価証券�
営業投資有価証券�
投資損失引当金�
営業出資金�
営業貸付金�
前払費用�
繰延税金資産�
短期貸付金�
貸倒引当金�
その他�

固定資産�
有形固定資産�
無形固定資産�
投資その他の資産�
関係会社株式�
関係会社長期貸付金�
繰延税金資産�
敷金保証金�
その他�

繰延資産�
 資産合計�

（負債の部） �
流動負債 �
短期借入金�
一年以内償還予定の社債�
未払金�
未払法人税等�
前受金�
その他�

固定負債�
社債�
長期借入金�
その他�
負債合計�

（資本の部） �
資本金 �
資本剰余金 �
 資本準備金�
利益剰余金 �
 利益準備金�
 当期未処分利益�
その他有価証券評価差額金�
自己株式 �
 資本合計�

（資本の部） �
資本金 �
資本準備金 �
利益準備金 �
その他の剰余金合計  
当期未処分利益�
その他有価証券評価差額金�
自己株式 �
資本合計�
負債・資本合計�

�
19,637�
2,349�
13�
―�

6,017�
△2,213�
8,249�

―�
36�

2,161�
3,044�
△45�
25�

10,674�
138�
112�

10,422�
5,319�
3,900�
597�
274�
331�
45�

30,357�
�

8,364�
2,000�
1,100�
127�
146�
902�

4,087�
2,899�
720�

2,000�
179�

11,263�
�

7,826�
9,362�
9,362�
2,545�
198�

2,347�
a4�

a636�
19,093�

�
━�
━�
━�
━�
―�
━�
━�
━�

30,357

�
a7,595�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

772�
�
�
�
�
�
�
�
�

a31�
a6,855�

�
a1,314�

�
�
�
�
�
�

a1,090�
�
�
�

a2,405�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

19,093�
�
�
�
�
�
�
�
�

a23,543�
a6,855

第4期�
（平成14年9月30日現在）�
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●損益計算書�

●利益処分�

科　目�

科　目�

8,502�
3,930�
4,171�
203�
197�

4,773�
2,646�
696�

1,430�
3,729�
1,480�
2,248�
914�
199�

2,963�
0�

4,682�
a1,717�
1,198�

━�
a556�

a2,359�
9,092�
6,732

第5期�
自　平成14年10月  1日�
至　平成15年  3月31日�

第4期�
自　平成13年10月  1日�
至　平成14年  9月30日�

売上高�
投資事業組合等管理収入�
営業投資有価証券売上高�
コンサルティング収入�
その他売上高�
売上原価�
営業投資有価証券売上原価�
投資損失引当金繰入額�
その他売上原価�
売上総利益又は売上総損失(a)�
販売費及び一般管理費�
営業利益又は営業損失（a）�
営業外収益�
営業外費用�
経常利益又は経常損失（a）�
特別利益�
特別損失�
税引前当期純利益又は税引前当期純損失（a）�
法人税、住民税及び事業税�
過年度法人税等戻入�
法人税等調整額�
当期純利益又は当期純損失（a）�
前期繰越利益�
当期未処分利益�

�

当期未処分利益�
利益処分額�

 配当金
�

�
次期繰越利益�

6,732�
�

313�
（1株につき950円）�

6,419

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�

第5期�
株 主 総 会 承 認 日�
平成15年 6 月23日�

第4期�
株 主 総 会 承 認 日�
平成14年12月19日�

2,150�
1,692�
353�
5�
98�

4,248�
540�

3,188�
519�

a2,098�
677�

a2,775�
252�
117�

a2,640�
━�

2,565�
a5,205�

169�
a118�

a1,183�
a4,071�
6,419�
2,347

2,347�
�

39�
（1株につき120円）�

2,307

(注）1.　記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
 2.　第5期（自平成14年10月1日　至平成15年3月31日）につきましては、決算期の変更により6ヶ月決算で作成しておりま

す。このため、前期との比較増減は行っておりません。�
�
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ベンチャーファンドの実績

当社では、総額約1,564億円のベンチャーキャピタル／LBOファンドを運用しており、
この豊富な運用資金から、アントレプレナーの夢の実現のために ｢リスクキャピタル｣ を
供給しています。投資先社数は延488社（ファンド間での重複を除いた社数は、308社）と
なっております。投資の対象は、主に国内外のIT関連の企業です。

今期は、国内を中心にファンドから７社、約21億円の投資を実行いたしました。2003年
３月末現在ファンドから出資している企業のうち、３分の１の株式は額面で取得しており、
額面から５倍以内の価格で取得した株式を合わせると全体の約４分の３になります。投資
単価を抑えながら優良な企業への投資を行い、ファンドが良好なパフォーマンスをあげら
れるよう努めています。
なお、１社当り平均投資金額は378百万円となっております。

ソフトバンク・インベストメント㈱�

SOFTBANK CHINA VENTURE
INVESTMENTS  LIMITED

ソフトバンク・コンテンツ・パートナーズ㈱�

ソフトトレンドキャピタル㈱�

ソフトベン2号投資事業組合�

ソフトバンク・インターネットファンド�

ソフトバンク・コンテンツファンド�

ソフトバンク・インターネットテクノロジー・�
ファンド1号～3号�

企業再生ファンド一号�
投資事業有限責任組合�

VR企業再生ファンド�
投資事業有限責任組合�

SOFTBANK ASIA NET-TRANS
FUND LIMITED

SOFTECH INVESTMENT
MANAGEMANT COMPANY LIMITED Applied Research Fund

エスビーアイ・キャピタル㈱�

SBI・LBO・ファンド1号�

エスビーアイ・アセット・マネジメント㈱�

投資顧問契約資産・私募投信等�

Softbank Bond & 
Private Equity Fund　Ⅰ・Ⅱ�

ベガ・レラティブ・バリュー・ファンド�

ニュージャパン・インデックス・ファンド�

ベンチャー・リヴァイタライズ証券投資法人�

ユニゾンCDOトラスト�

運用会社� ファンド名� 簿価純資産�
（直近決算期末現在）�

投資対象� 投資先会社数�
�

100%

100%

50%

100%

80%

95%

アルスノーバ・キャピタル・リサーチ㈱�83%

46億円�

904億円�

104億円�

72億円�

49億円�

38億円�

48億円�

27億円�

8億円�

104億円�

1億円�

6億円�

24億円�

123億円�

38社�

362社�

57社�

20社�

―�

3社�

8社�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

米国インターネット�
関連企業等�
国内インターネット�
関連企業等�
国内外インターネット�
関連企業等�

コンテンツを提供する�
事業及び企業等�

国内買収対象企業�
及び上場新興企業等�

香港のテクノロジー�
ベンチャー企業等�

国内外買収対象企業�

国内外買収対象企業�

10億円�

1,298億円�小計�

266億円�小計�

―�国内買収対象企業�

国内外債券・株式�

国内外債券・株式�

国内外株式�

国内外債券・為替�

債務担保証券�

*1 

*2

*2

―�
*1 

*1 

*3 

*4 

*4

*5 

［全ファンド計　約1,564億円］� ［延488社］�
*6

アジア地域のネット�
トランス対象企業�

*1  簿価純資産価額は各ファンドの直近決算期（中間決算も含む）の仮決算に基づく金額であり、未監査であります。また、Applied Research Fundにつきましては、ファンド規約上の守秘
義務に抵触することから、簿価純資産価額ではなく当初出資金を記載し、投資先会社数は記載しておりません。　*2  簿価純資産価額を含む出資約束金額であります。 　�

*3  2003年3月末現在の契約資産総額であります。　*4  2003年3月末現在の投資助言時価純資産残高であります。　�
*5  2003年3月末現在のアドバイザリー契約に基づく担保資産残高であります。　*6  488社はファンド間の重複投資先を含みます。�

ファンド管理業務の状況 2003年3月末現在

投資社数（社）�

投資金額（億円）�

日本� 米国� アジア�その他� 合計�

海外のファンド等につきましては、投資実行時の為替ﾚｰﾄで円換算しております。�
Applied Research Fundにつきましては、ファンド規約上の守秘義務に抵触するこ�
とから含まれておりません。�

2000年10月～2001年９月�2002年10月～2003年3月�

*合計投資社数は、すべて既存投資先への追加投資であります。�

＊�
6

20 1 －� －�

7

21

－�－�1

平成15年３月期の投資実績

投資単価別（除く海外向け）�

投資額別� 当社ファンド持分比率別�

2003年3月31日現在�

１社当り平均投資金額�
378百万円�

1～5�
億円�
45%

5億円超�
17% 1億円�

未満�
38%

10～30％�
39%

10％未満�
41%

30％以上�
20%

＊平成13年10月の商法改正により、額面株式制度が廃止されましたが、それ以前から無
額面株式は50,000円とみなし、また、その後も50,000円を基準として計算しておりま
す。Applied Research Fundにつきましては、ファンド規約上の守秘義務に抵触する
ことから含まれておりません。�

5倍超�
23%

5倍以内�
47%

額面�
30%

＊�

ポートフォリオの内容（1）
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投資先の業種に関しましては、今後の成長が期待されるIT産業に注力するとともに、IT

産業内では、B２B、B２C、技術系等の企業に幅広く投資し、リスク分散を行っておりま

す。

投資先の状況に関しましては、設立５年以内の企業が約２分の１を占めております。

当社はバランスの取れたポートフォリオの構築に注力するとともに、出資先企業同士ある

いは出資先企業と大企業とのアライアンスなどを促進することによって出資先企業の企業

価値を増大させ、ファンドパフォーマンスが向上できるように努めております。

業種別� 2003年3月31日現在�

Applied Research Fundにつきましては、ファンド規約上の守秘義務に抵触することから含まれておりません。�

システム用・サイト構築・�
ソフト・ハードウェア開発�

34%

ポータル�
サイト系�
4%

ASP業者�
5%�
�

その他�
18%

コンテンツ系�
10%

EC（BtoC）�
11%

認証・セキュリティ�
2.2%

データ�
センター�
0.3%

プロバイダー�
2.3%

EC（BtoB）�
13%

ポートフォリオの内容（2）

expansion�
30% early-stage�

34%

start-up�
18%

設立経過年数別�

企業ステージ別�

2003年3月31日現在�

Applied Research Fundにつきましては、ファンド規約上の守秘義務に抵触することから含まれておりません。�

凡例�
seed　　　：設立直後�
start-up　 ：売上未計上�
early-stage：営業CFが赤字�
expansion　：その他�
PRE-IPO　：公開直前期�
IPO　　　　：公開会社�
�

seed  2%IPO  3%
PRE-IPO  13%

５年超�
51%

１年以内  7%

１年以上�
３年以内�
20%

３年以上�
５年以内�
22%

ポートフォリオの内容（3）
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会社概要

（平成15年３月31日現在）

社　　名 ソフトバンク・インベストメント株式会社

英文表記 SOFTBANK INVESTMENT CORPORATION

本　　社 〒105－0003 東京都港区西新橋一丁目10番２号

事業内容 ベンチャーキャピタルファンド等の運営・管理

を中心とした産業インキュベーション事業

設　　立 平成11年７月８日

資 本 金 78億2,636万6,703円

従業員数 137名（連結ベース）

役員構成（平成15年６月23日現在）

代 表 取 締 役 北　　尾　　吉　　孝執 行 役 員 C E O

代 表 取 締 役 澤　　田　　安 太 郎執行役員COO兼CFO

取 　 締 　 役 小　　林　　寿　　之執 行 役 員 常 務

取 　 締 　 役 中　　川　　　　　隆執 行 役 員

常 勤 監 査 役 渡　　辺　　　　　進

監 　 査 　 役 伊　　永　　　　　功

監 　 査 　 役 平　　林　　謙　　一

監 　 査 　 役 島　　本　　龍 次 郎
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株式の状況

（平成15年３月31日現在）

会社が発行する株式の総数 1,319,013株

発行済株式総数 336,473.11株
（注）当営業年度中の増減は以下のとおりであります。

1. 平成12年３月７日を払込期日として発行した第２回無担保新株引受権付社債の当営業年度におけ
る新株引受権の行使による新株発行は191.99株であります。

2. 平成12年３月７日を払込期日として発行した第３回無担保新株引受権付社債の当営業年度におけ
る新株引受権の行使による新株発行は431.97株であります。

株 主 数 12,112名

大 株 主

株　　　　　主　　　　　名 持 株 数 持株比率

株 ％
ソフトバンク・ファイナンス� 218,709.00 65.0

北尾　吉孝 6,539.92 1.9

日本マスタートラスト信託銀行�（信託口） 4,692.00 1.4

川島　克哉 1,949.93 0.6

日本トラスティ・サービス信託銀行�（信託口） 1,857.00 0.6

UFJ信託銀行�（信託勘定Ａ口） 1,851.00 0.6

ソシエテジェネラルシンガポールカストディアカウント 1,722.00 0.5

（注）1. 当社は平成15年３月31日現在自己株式を6,028.56株所有しており、上記大株主からは除外してお
ります。

2. 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。
日本マスタートラスト信託銀行� 4,692.00株
日本トラスティ・サービス信託銀行� 1,857.00株
UFJ信託銀行� 1,851.00株



決算期 …………………………毎年３月31日

定時株主総会 …………………毎年６月

基準日 …………………………毎年３月31日

利益配当金 ……………………利益配当を実施する場合は、毎年３月
31日現在の最終の株主名簿に記載ま
たは記録された株主もしくは登録質権
者および毎年３月31日現在の最終の
端株原簿に記載または記録された端株
主にお支払いたします。

中間配当金 ……………………中間配当を実施する場合は、取締役会
の決議により、毎年９月30日現在の
最終の株主名簿に記載または記録され
た株主もしくは登録質権者および毎年
９月30日現在の最終の端株原簿に記
載または記録された端株主にお支払い
たします。

名義書換代理人 ………………東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱所 …………………東京都江東区東砂七丁目10番11号

UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

電話（03）─ 5683 ─ 5111（代表）

同取次所 ………………………UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

公告掲載新聞 …………………日本経済新聞

決算公告掲載URL ……………http://www.sbinvestment.co.jp/ir/notice/

株主メモ


